













































































































































































































































































































































































































































































































































































Administration Bureauのregional tax officesであり，かつその重要なる部分である
ように再組織すること。
（ニ）財務局の税務に関係なき一切の機能は，地区的地域的行政の必要に随い，かつ
政府活動の簡素化及び整理の方針に従って大蔵省が立案する機関に移管すること。
（ホ）現在，主税局内にある税関部は大蔵省の内部機構に残置すること。
（ヘ）有能な，資格のある且つ訓練された税務職員をできる限り備え，そして政府の
税法を活発且つ公正に管理施行するために適当な人員を備えること。」
　この覚書に基づいて，大蔵省設置法が改正され，昭和24年6月1日に国税庁が創設
されるに至った。創設に伴い，主税局に属していた査察部も国税庁に移管され，国税
庁において脱税事件の調査，検査，犯則取締りの執行を行うこととされた。
　国税庁では6月10日に開庁式を行い，その席上初代高橋長官は職員に対して納税者
から信頼と尊敬されるよう税務行政を根本的に解決すべく努力されたい旨訓示を行っ
た。また，内国歳入課長として来賓で招かれたモス氏は公平な課税に向けて国税庁の
発展を期待する旨の挨拶を行った後，「正直者には尊敬の的，悪徳者には畏怖の的」
の言葉を新しき国税庁のスローガンとして送った。
6　シャウプ勧告とその後の税務運営
　5で述べたように，モス氏は日本での税制等について改善を求めるべくアメリカの
東洋経済459頁記載を参考にした。
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税に関する有識者を日本に招聘し，勧告を行うことを目的に準備を行っていた。モス
氏は日本の税制，税務行政等に対し，内国歳入課長といったGHQ内での自らの立場
とマッカーサーとの人脈を生かし，自身の権限でもって改善を行うことも考えられた
が，モス自身おとなしいジェントルマンであり46），行政家ではあるが，税制について
はしろうとであり，大蔵省で税制の改正をやったことがないことから，アメリカから
一流の学者を呼ぶとの構想を考えたとされている47）。
　こうした構想の中，シャウプ自身の来日の決定が昭和23年の夏から秋ごろになさ
れ48），モス氏が帰国に際してシャウプをはじめとする計7名のシャウプ使節団を送り
込むための段取りを整え，日本国内においても昭和24年のシャウプ使節団訪日への
準備を行った。
　なお，この当時日本における税の専門家の間では，特に税制改正を求める必要はな
く，また所得税を中心とした税制に対しては消極的な意見が多かった49）。
　シャウプ使節団は昭和24年5月に来日後関係各方面への接触を開始，使節団員を全
国各地に派遣し，政府，各関係機関，財界，労働界をはじめ，各地の納税者の声を聞
いて回った。こうした調査活動を経て，勧告をまとめ，8月にシャウプ勧告として発
表した。その概要は所得税を中心とする税体系を確立する内容であり，申告納税制度
にかかる税務行政に関する事項について，その序説で「われわれの目的は，商工業者
および相当な生計を営むすべての納税者が記帳を励行し，公平に関連するかなり複雑
な問題を慎重に論究することを辞さないということに依存する近代的な制度を勧告す
るにある。同時に，また，小さな納税者には，申告および納税の手続を簡単なものに
しておくべきである。このような方向で問題を検討すれば，日本が今後数年のうちに，
もしそれを欲するならば，恐らく世界で最もすぐれた租税制度をもてないという理由
はなんら認められないのである。」として，申告納税制度が円滑に機能するための基
盤整備の必要性を重視している。
　以下，申告納税制度に関しての具体的項目に係る主な事項について挙げてみたい。
「（1）目標額制度の廃止（勧告第二編第14章）
46）原純夫「シャウプ勧告を巡る経緯」大蔵省大臣官房調査課編『戦後財政史口述資料（3）2租税』
55頁。
47）前掲注24平田10頁。
48）カール・S・シャウプ，スタンレー・S・サリー「シャウプ勧告―その成立の経緯と目的」ファ
イナンス1972年12月号51頁において，シャウプ自身，1948年秋の夕方研究室に突然ハロルド・
モス氏から，日本の税制を改革するためにミッションとして日本に赴いてくれないかとの電話が
あり，後日打ち合わせをするとの段取りを申し上げた旨述べている。なお，シャウプ氏が訪日を
受諾，決定した時点は大蔵省財政室編『昭和財政史―終戦から講話まで―（第7巻）租税1』東
洋経済新報社270頁では1948年7月としている。
49）前掲注48大蔵省財政室編377頁以下参照。
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　（目標額制度について）それは各地域で税がどれだけとれるのかという推計を持出
するものである。このような数字が税務署長の頭にあることは所得税の執行面に歪み
を生ずることになり易い。…経験に徴すれば，すでに，不幸にも所得税は目標額制度
と両立し得ないことが明らかである。それなくして，機能を発揮できなければ，所得
税は撤廃した方がよい。しかし，もしこの報告の付録で言及した他の手段で税務署の
成績を判定することができたら，所得税は目標制度がなくてもその機能を発揮するこ
とができるというのがわれらの意見である。
（2）前年実績を基礎とする予定申告（勧告第二編第14章）
　納税者は始め過少に支払って，特に更正決定の圧力によって一月になって補填する
といった形であとで多額のものを支払う。われわれは，各納税者が前年度に最終的に
決定された彼の所得と少くとも同額の所得額を最初の申告書で提出し，この額に対す
る第一回分の税額を支払うようにすることを勧告する。これによって，かれは最初の
二回分の払込みについては更正決定を受けないことを保証されることになる。
（3）高額所得者の所得金額の公示制度（勧告第二編第14章）
　所得税申告書は秘密に付せられるべきである。（現在は少額の手数料を支払えば誰
でも閲覧できる。）しかし，所得額二十五万円を超える納税者について純所得申告額
を示す表を各税務署に掲示して一般の閲覧に供すべきである。
（4）青色申告制度の創設（勧告第二編第14章，第四編附録D，E節第二款）
・ 標準率の使用－雇用者数の如き外形標準，或いは総収入に対する純所得の推定比率
の如き内部的比率は，着々と減少されなければならない。しかしこれは，納税者の
「青色申告用紙」の使用に対する協力がたかまるにつれて初めてできることである。
このような申告は大蔵省の制定する規則に従って帳簿をつけている納税者に限りそ
れが許される。これらの納税者は，税務官吏がその帳簿を調べないで更正決定をす
ることはないということを保証されるであろう。
・ 農業以外の個人営業者にはこの報告で前に述べた「青色申告用紙」の方法で帳簿を
記帳することを奨励すべきである。大蔵省は納税者が「青色申告用紙」で申告する
ことを認められる場合記帳を必要とする帳簿の見本を公にし，この見本を広く配布
すべきである。「青色申告用紙」で申告する納税者はその帳簿を検査しないで更正
決定をされないであろう。
・ （正しい帳簿をつける誘因策として）教育と道具の提示だけでは恐らく不十分であ
ろう。このような道具を納税者が利用するように積極的に奨励する報酬を与えねば
ならない。一つの可能性は帳簿記録をつける納税者には特別な行政上の取扱を規定
することである。かくして，このような特別取扱を希望する納税者は正確な帳簿記
録をつける意図があることを税務署に登録する。これらの帳簿は税務署で認可され
た様式を用いてつけられる。それは先に述べた各種の発達した様式の中の一つであ
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ろう。このように帳簿記録をつけている納税者は他の納税者と区別されるように
異った色の申告書を提出することを認められる。税務署はこのような納税者がもし
そのような帳簿記録をつけ，申告をこの特別用紙ですればその年の所得を実地調査
しない限り，更正決定を行わないことを保証する。また，更正決定を行ったらその
明確な理由を表示しなければならない。」
　以上，これらを評価すると（1），（2）は，これまで申告納税制度の導入とはいいな
がら，割当課税といった方式で，当局主導の下で早期に仮更正，仮決定を行うとの税
務行政からの転換につながるものであり，また，（3）は比較的大所得者の所得金額の
一覧表を公示することにより第三者の監視による牽制的効を目的として創設されたも
のであり，先に述べた「第三者通報制度」と同様の目的につながる。この制度の導入
を契機としてか「第三者通報制度」は昭和29年に廃止された。
　このうち特に，その後の税務行政に影響を与えたのが，（4）の青色申告制度の創設で
ある。この制度は，戦前からの「権衡査案」や標準率等の使用による「推計課税」（納
税者間の権衡を重視し，平均的な妥当性で満足した課税手法）から脱皮し，個々の納
税者の所得の個別実額に立脚した賦課を目的とする近代的な所得税行政への前進を図
るうえで重要な「要石」となるべきもので，実際その後の所得税行政の発展を通じて，
「シャウプ勧告」の残した最も大きい遣産の一つとなった50）。
　国税庁では，昭和25年に青色申告制度が創設されて以来，申告納税制度の本旨を
実現するため青色申告の普及と育成に取り組んできた51）。制度創設当初は青色申告者
に対しては実質的な所得調査は行わず，もっぱら形式的な記帳指導に重点を置き，か
つ，その自発的な申告を尊重するという運営を行った。それでも，①納税者が長い賦
課課税制度になじんでいたこと，②個人事業者は記帳慣行が乏しかったこと，③納税
者が税務署に対して不信感を抱いていたことなどから，青色申告をしようとする者は
少なかった52）。
　その後，昭和27年に家族専従者に対する給与の一部について一定額を必要経費に
算入することができる青色専従者控除の制度が設けられ，国税庁の定める簡易簿記の
方法ができることとなったことや事務運営面でも税務署内に青色申告者の普及育成の
ための要因として青色申告専担者を置き指導の充実を図った結果，昭和28年度以降
目立って増え53），申告納税制度が時代を経るにつれ徐々に定着していった。
50）前掲注8大蔵省財政室編459頁。
51）小川潤一他「青色申告をめぐって」財政15―5（1950年5月号），9頁では国税庁の初代所得税課
長である村山達雄氏が青色申告の普及に向けて育成する旨決意を述べている。
52）国税庁『国税庁三十年史』62頁。
53）前掲注52国税庁756頁の図表2―5「所得税青色申告者数」によると，青色申告者数は昭和25年
11.1万人だったが，昭和30年には51.7万人と急激な増加し，その後も増加傾向となっている。
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　また，査察状況については，国税庁創設当初から昭和25年にかけては，調査件数
においては，その実績に見るべきものがあるが，悪質の度合の判定に欠くことがあっ
たことや査察官の調査技術も未習熟であったことから告発件数は比較的に僅少であっ
た。その後，昭和26年中における講習および研修による訓練により，査察官の素質
に著しい向上を見るに至り，捜査の技術も進歩し，更に，税務署，調査課，検察庁と
の連絡もよく，軌道に乗ってきた54）。
7　戦後における所得税にかかる税務行政の展開と評価
　以上，終戦直後の税務行政についてみてきたが，戦前から戦後にかけて日本の経済
社会が大きく変化した中，税務行政についても所得税を中心とした税務行政について
の大きな変化が生じたと考える。その変化は大きく2つにまとめられる。
　まず第一に，納税者の税に対する意識についてである。戦前において所得税は当局
から決定によって確定されるものであり，そこには納税者自身が主体的に納税するの
ではなく，当局によって課税されることによってはじめて納税するものであり，自発
的な納税といった意識は感じられない。また，こうした制度の下で課税の公平を担保
するには，納税者から選ばれた所得調査委委員が税務署による課税をチェックするこ
とにより担保されることが望ましいと考えられていた，さらに，所得金額の算定に当
たっては，当時簿記会計制度が日本において確立していなかったことから，記帳水準
は低く，標準率による課税の下で納税者間の売上を基礎とした権衡が重視される課税
方法がとられた。しかしながら，申告納税制度の導入を契機に，大きな混乱をもたら
したものの，青色申告制度の導入等により記帳水準が向上し，実額計算によって課税
を行う流れが形成され，納税者としての自発的な申告が行われ，結果として自主的に
申告するとの納税者の意識につながった。こうした中で，同時に納税者の公平感が権
衡的な考えから，適正な記帳を基本に算定された実額による適正申告へと変化してき
た。
　第二に，税の企画立案等と執行の分離である。国税庁の創設に伴い，税務行政が他
の財務行政と切り離され，税の企画立案は大蔵省主税局で行うもののその執行は国税
庁で行われることになった。これにより，国税庁長官の強力な指導監督のもとに，国
税庁―国税局―税務署という一貫した組織を通じて一元的に実施されることとなっ
54）前掲注52国税庁756頁323頁。なお，同書341頁以下によれば調査件数（告発件数，告発率）は，
昭和23年度1353（83，6.1％）件，昭和24年度1581（137，8.6％）件，昭和25年度909（73，8.0％）件，
昭和26年度327（53，16.2％）件となっており，件数は減少しているが，告発率は上昇傾向にあり，
質的に充実してきたことが窺われる。
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た55）。また，これまでの税務行政が各財務局以下の組織において税以外の職務である
国有財産とか預金部資金にかかる権限を背景に各組合を通じて指導等を行うといった
やり方とは正反対な独立，公正な立場で税務行政が行うことが要請され，このことが
申告納税制度の定着とともに納税者からの信頼を得る大きな要素となったと思われ
る。さらに，主税局より独立したことにより，終戦直後のように税収確保のために無
理に課税を行うといったことは生じにくくなったと考える。なお，税の企画立案と執
行を分離することに対しては，当初日本側の立場として，法律を作るときには立法者
が何を意図しておったかということが大事な問題であるとしたが，アメリカ流の考え
方では，一旦書き上げられた法律が万人にどういうふうに読まれるか，人が書き上げ
られたものを読んだ場合に，それは何を意味するか，その意味するところのものを執
行するものであるという考えなので，立法者がどういうつもりで書いたのかどうでも
いい，立法者がどういうつもりで書いたということはむしろ行政のじゃまになるとの
立場の違いがあったとされる56）。税の分野において政治的考えが配慮される企画部署
から税の執行については独立した部署に分離したことにはこうした背景もあり，納税
者自身がその考えに基づき解釈を行い，最終的には司法の場でその解釈が正しいこと
を実証できることが可能となることに鑑みれば，企画立案部署の解釈にこだわらず，
場合によっては納税者の考えで解釈適用を行うことが認められ，民主的な課税につな
がることになる。
　戦後の税務行政は申告納税制度の導入を契機に著しく混乱し，一時は納税者からの
信頼を損う状況であったものの，GHQ本部内国歳入課長であるハロルド・モス氏や
シャウプ勧告の当事者であるシャウプ博士といったアメリカの税務に係る専門家のア
ドバイス等によって申告納税制度や国税庁といった新たな制度機構が創設され，これ
らが今日のように民主的な税務行政につながった結果を見れば，彼らの日本での活躍
は評価すべきであろう。日本国内に新たな考えが導入されるに際し，日本のこれまで
の歴史や伝統を踏まえつつ，時にはアメリカの制度を強硬に推し進めることはあって
も，常に日本当局に理解してもらう努力を惜しまず努力する彼らの姿勢があったから
こそ，日本の税務行政が立ち直り，戦前とは異なる形で適正，公平な課税の実現が図
られたといっても過言でない。税を民主的なものとすべく行われたこうした方々の尽
力の歴史については，国税当局としては忘れてはならない。
55）国税庁『税務署七十年のあゆみ』1966年11月58頁。
56）前掲注39岸本6頁。
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8　おわりに
　以上，これまで戦後税務行政がどのような形で混乱し，その状況からどのように抜
け出し，進展してきたかについて考察を試みた。そこで感じたのは，仮に，GHQか
ら押し付けられた申告納税制度や執行官庁としての国税庁の創設が，当時の日本にお
ける有識者の反対により実現しなかった場合，現在の税務行政はどのようになってい
ただろうかということである。
　その場合，社会経済の進展により民主化の流れの中でいずれの時期には申告納税制
度が導入されたかもしれないが，明治以来の賦課課税制度の下で続けられてきた標準
率による権衡を意識した事務運営がしばらくは存続し続けたであろうし，長年の慣行
であった標準率的な課税手法を打破するのは困難で，今日のように記帳水準が向上し，
実額課税が行われていたかは疑問である。
　また，独立した歳入官庁が存在しないことにより，主税局を主体とした税務行政に
より，同業団体を通じたお願いベースでの運営により，厳格な執行を行うことは困難
であったと考える。そして，主税局として課税に当たっては様々な政治的，社会的要
請の下で，独立した立場で，厳正・中立的な行政が行うことができたかは疑問である。
　さらに，ハロルド・モスやシャウプといった日本の立場に理解を示すアメリカの税
の専門家がいなかった場合，GHQによる割当制度が継続し，本来の申告納税制度と
程遠い状況が続き，シャウプ勧告がない中で所得税を中心とした今日のような課税体
系は構築できず。何よりも納税者の税務行政に対する信頼が今日のように確保されて
はいなかったであろう。
　我々は，とかく将来に向けて何をすべきかについてのみ意識が傾きがちではあるが，
将来を考える上でも常に過去の出来事を評価しつつ，あるべき税務行政へのプロセス
を検討していくことが望まれるのではと考える次第である。
『南山経済研究』掲載論文の中で示された内容や意見は，南山大学および南山大学経済学会
の公式見解を示すものではありません。また，論文に対するご意見・ご質問や，掲載ファ
イルに関するお問い合わせは，執筆者までお寄せ下さい。
（岸野　悦朗，E-mail: kishino@ic.nanzan-u.ac.jp）
